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■当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 追加型投信／海外／その他資産／特殊型(絶対収益追求型) 

信 託 期 間 
2023年3月31日から2026年4月14日まで(繰
上償還決定前は無期限) 

運 用 方 針 

主としてオルタナティブ・マルチキャリー
戦略※に連動する円建債券(以下｢円建債
券｣といいます。)への投資を通じて、米
国金利や米国株式、商品にかかるデリバ
ティブ取引を実質的な取引対象とするこ
とにより、市場の方向性に関わらず収益
を獲得することを目指します。 
※この投資信託においてオルタナティブ・マル

チキャリー戦略とは、主に市場の方向性に関
わらず収益を獲得することを目指す複数の戦
略(｢米国金利ダイナミック・カーブ戦略｣｢米
国株式日次プレミアム・キャリー戦略｣｢コモ
ディティ・オフピーク・キャリー戦略｣｢コモ
ディティ先物カーブ・キャリー戦略｣｢コモ
ディティ現物プレミアム戦略｣)を組み合わ
せ、分散を効かせつつリターン獲得を目指す
運用手法をいいます。 

主要投資対象 円建債券を主要投資対象とします。 

主な投資制限 

投資信託証券(上場投資信託証券を除きま
す。)への投資割合は、投資信託財産の純
資産総額の5％以下とします。 
外貨建資産への直接投資は行いません。 
株式への直接投資は行いません。 

分 配 方 針 

分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経
費控除後の利子・配当等収益および売買
益(評価損益を含みます。)等の全額とし
ます。 
収益分配金額は、委託者が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定します。
ただし、必ず分配を行うものではありま
せん。 
留保益の運用については特に制限を設け
ず、運用の基本方針に基づいた運用を行
います。 

 

 

償還 運用報告書(全体版) 
 

楽天・オルタナティブ・ 
マルチキャリー戦略ファンド 

＜ラップ向け＞ 
 

第3期 
 

償還日：2026年4月14日 

 

受益者の皆様へ 
 

 平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、当ファンドは、投資信託約款の規定に基づき、

繰上償還いたしました。ここに運用経過と償還内容をご

報告申し上げます。 

 償還までのご愛顧に対し厚く御礼申し上げます。 

 

楽天投信投資顧問株式会社  
https://www.rakuten-toushin.co.jp/ 

東京都港区南青山二丁目6番21号 

本資料(償還 運用報告書(全体版))の記載内容のお

問い合わせ先 

TEL：03－6432－7746 

受付時間：営業日の午前9時から午後5時まで 

※お客様のお取引内容等につきましては販売会社に

お問い合わせください。 
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■本資料の表記に関する注記 
・金額等の数値は表記未満切捨または四捨五入により表示しております。このため、各項目の合計の値が合計 

欄と一致しないことがあります。 

・－印は、組入・売買が無いことを示します。 
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設定以来の運用実績 
 

 

決  算  期 
基 準 価 額 

公 社 債 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税  込 
分 配 金 

期  中 
騰 落 率 

(設 定 日) 円 円 ％ ％ 百万円 

2023年3月31日 10,000 － － － 1 

1期(2024年5月15日) 7,743 0 △22.6 99.1 2,038 

2期(2025年5月15日) 6,896 0 △10.9 96.6 426 

(償 還 日) (償還価額)     

3期(2026年4月14日) 9,573.83 － 38.8 － 0 
(注1) 基準価額の騰落率は分配金込み。 
(注2) 当ファンドの運用方針に対応する適切な指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。 
(注3) 設定日の基準価額には当初設定価額を、純資産総額には当初設定元本を用いています。 

 

 

当期中の基準価額の推移 
 

 

年  月  日 
基 準 価 額 公 社 債 

組 入 比 率  騰 落 率 

(期   首) 円 ％ ％ 
2025年 5月15日 6,896 － 96.6 

5月末 6,932 0.5 97.0 
6月末 7,062 2.4 97.5 
7月末 6,995 1.4 98.8 
8月末 7,164 3.9 98.6 
9月末 6,984 1.3 99.8 

10月末 7,077 2.6 99.3 
11月末 7,081 2.7 97.5 
12月末 7,102 3.0 97.1 

2026年 1月末 7,383 7.1 99.0 
2月末 7,320 6.1 97.7 
3月末 9,970 44.6 － 

(償 還 日) (償還価額)   
2026年 4月14日 9,573.83 38.8 － 

(注) 騰落率は期首比。 
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当期中の運用経過 
 

 
■基準価額等の推移  
 

 

 
(注1) 分配金再投資基準価額は、分配金(税込)を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンス

を示すものです。 
(注2) 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入金額により課税条件も異なり

ます。従って、各個人のお客様の損益の状況を示すものではありません。 
(注3) 分配金再投資基準価額は、期首の基準価額を起点として指数化しています。 

 

■基準価額の主な変動要因 

当ファンドは、主として、オルタナティブ・マルチキャリー戦略に連動する円建債券(以下｢円建債券｣といい
ます｡)に投資しますので、当該債券の価格変動が基準価額の主な変動要因となります。更に円建債券の主な価格
変動要因は、オルタナティブ・マルチキャリー戦略を構成する5つの戦略(｢米国金利ダイナミック・カーブ戦略｣
｢米国株式日次プレミアム・キャリー戦略｣｢コモディティ・オフピーク・キャリー戦略｣｢コモディティ先物カー
ブ・キャリー戦略｣｢コモディティ現物プレミアム戦略｣)の収益動向となります。 

なお、オルタナティブ・マルチキャリー戦略においては、外貨建資産相当となるのが損益部分のみとなるため、
為替変動による影響は限定されます。 

当期の円建債券は下落しました。米国株式日次プレミアム・キャリー戦略およびコモディティ現物プレミアム
戦略はプラス寄与を確保したものの、これら以外の戦略のマイナス寄与が膨らみ、債券価格を押し下げました。 

なお、2026年3月に基準価額が大きく上昇していますが、主として、大口の解約に伴い発生した信託財産留保
額がファンドに組み入れられたことが要因で運用成果によるものではありません。 
 
当期における各戦略の運用状況は以下の通りです。 
米国金利ダイナミック・カーブ戦略 
● 本戦略は米国の短期ゾーンの金利水準に基づき、スティープナー・ポジション(2年金利スワップの買い持ち

＋10年金利スワップの売り持ち)とフラットナー・ポジション(2年金利スワップの売り持ち＋10年金利スワッ
プの買い持ち)を機動的に切り替えることで利回り曲線の形状変化からリターンを得ることを目指します。 

●当期の本戦略はマイナス寄与となりました。 
当期は、期を通じて概ね米国金利2年-10年ゾーンのスティープナー・ポジションを維持しました。 
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当期は、FRB(米連邦準備制度理事会)の利下げ期待の広がりと実際の利下げを背景に、短期金利に低下圧力が
かかりやすかった点が戦略の追い風となりました。しかし、利下げ織り込みの揺り戻しにより2年金利が上昇
する一方、景気減速懸念等により長期金利の上昇が限られる、あるいは低下する局面も散見され、2026年1月
頃までは揉み合う推移となりました。2月になると、労働市場の減速や通商政策を巡る不透明感等を背景に10
年金利の低下が加速し、戦略は下落基調となりました。 

 
米国株式日次プレミアム・キャリー戦略 
●本戦略は、残存1日(翌営業日に満期)のS&P500指数を原資産とした上場プット・オプションを日々売却し、プ

レミアム収入を積み上げることにより収益を獲得することを目指します。 
●当期の本戦略はプラス寄与となりました。 
●本戦略は期を通じて良好な推移となりました。 

AI需要増大への期待やテクノロジー企業を中心とした良好な企業業績、FRBの利下げなどを背景に、米国株式
市場が大きく崩れること無く堅調さを保つなか、予想株価変動率に比べて、実現した株価変動率が低く抑えら
れる場面が多く、戦略は上昇基調を保ちました。 

 
コモディティ・オフピーク・キャリー戦略 
●本戦略は、商品指数のロールオーバー(乗り換え)時期の混雑を避けて乗り換え取引を実施する指数(ロールず

らし指数)を買い持ちする一方、通常の指数を売り持ちすることで、両者のパフォーマンスの差を収益化する
ことを目指します。買い持ちしているロールずらし指数においては、乗り換え時期をずらしていることから、
売り持ちしている通常の指数と合わせた実質的な保有ポジションにおいて、期近および期先の先物が売り持ち
または買い持ちになる時期が存在します。 

●当期の本戦略はマイナス寄与となりました。 
●本戦略は、期末直前までは比較的落ち着いた値動きとなりましたが、期末にかけて大きく下落しました。 

当期は揉み合う推移ながらも、2026年2月末時点では前期末比プラス圏を保っていました。しかし、2月終わり
の米国・イスラエルによるイラン攻撃以降、原油価格が期近物を中心に高騰するなか、戦略のパフォーマンス
は急速に悪化しました。 

 
コモディティ先物カーブ・キャリー戦略 
●本戦略は、商品指数と同じ構成ながら、期先の商品先物で構成される指数(限月ずらし指数)を買い持ちする一

方、通常の指数を売り持ちすることで、両者のパフォーマンスの差を収益化することを目指します。先物カー
ブ(先物価格を限月順にならべたときの形状)がコンタンゴ(期近の先物価格が期先の先物価格より低い状況)で
ある環境下で収益をあげやすくなります。 

●当期の本戦略はマイナス寄与となりました。 
●期初から2025年9月頃までは、前期末水準で揉み合う推移が続きましたが、秋以降、地政学リスクの高まりや

寒波の影響等を受けて、原油先物や天然ガス先物においてバックワーデーション(期近の先物価格が期先の先
物価格より高い状況)の傾向が強まり、戦略を下押ししました。 

●また、期末にかけてはイラン情勢の緊迫化、特にホルムズ海峡の封鎖措置を背景に原油の供給不安が強まるな
か、原油先物で期近価格が急騰し、戦略のパフォーマンスの悪化が加速しました。 

 
コモディティ現物プレミアム戦略 
●本戦略は、期近の商品先物を買い持ちする一方、期先の商品先物を売り持ちすることで、商品需給のひっ迫時

における期近と期先の先物価格のパフォーマンスの違いを収益化することを目指します。先物カーブにおいて
バックワーデーションが進む過程で収益を上げやすくなります。 

●当期の本戦略はプラス寄与となりました。 
●2025年中は前期末水準で揉み合う推移でしたが、2026年1月に大きく上昇しました。 
●1月は、厳冬による暖房需要増加への期待や、生産設備の凍結による供給制約懸念を背景に天然ガス先物が期

近物を中心に急騰し、強いバックワーデーションへと移行したことが、戦略を大きく押し上げました。また、
期末にかけては、米国・イスラエルによるイラン攻撃を受けて原油先物が急騰し、バックワーデーションが急
速に強まったことも、戦略にとって追い風となりました。 
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■投資環境 

●米国金利の動向(米2年スワップ金利、10年スワップ金利の動向) 

当期の米国金利市場では、FRBの金融政策見通しとインフレ・景気見通しの変化を背景に、米2年スワップ金利

および10年スワップ金利は大きく変動しました。2025年夏場にかけては、景気減速懸念やFRBの利下げ観測の強

まりを受けて、特に政策金利見通しの影響を受けやすい2年スワップ金利に低下圧力がかかりました。9月および

12月にFRBがそれぞれ0.25％の利下げを実施したことも、2年金利の低下を後押ししました。一方で、10年スワッ

プ金利については、長期のインフレ懸念や財政悪化懸念などが意識され、2年金利ほど大きくは低下しにくい展

開となりました。2026年に入り、2月は景気減速懸念に加え、トランプ政権による関税政策を巡る不透明感等を

背景に投資家のリスク回避姿勢が強まり、金利低下が進んだものの、期末にかけては、米国・イスラエルによる

イラン攻撃を受けて急速に原油高が進み、インフレ再加速懸念が強まるなか、利下げ期待後退とともに金利上昇

圧力が再び強まる展開でした。 

 

●米国株式市場の動向 

当期の米国株式市場(S&P500指数)は、総じて堅調に推移しました。期前半は、トランプ政権による関税を巡る

過度な懸念の後退や通商協議進展への期待、AI関連株への強い物色などを背景に上昇基調が続きました。その後、

2025年11月には、大きく上昇してきたAI関連株への高値警戒感やFRBの利下げ期待の後退を受けて調整する局面

もありましたが、すぐに持ち直し、株価は騰勢を保ちました。期末にかけては、イラン情勢の緊迫化に伴うイン

フレ期待の上昇や利下げ期待の後退を受けて上値の重い展開となりましたが、株価は高値圏を維持しました。 

 

●コモディティ市場の動向(主要商品の動向と先物カーブの状況) 

当期のコモディティ市場では、主要指数で構成比率の大きいエネルギー分野、とりわけWTI・ブレント原油と

米国天然ガスの先物カーブ変化が目立ちました。 

原油市場では、2025年5月から夏にかけて、米国の関税措置に伴う景気減速懸念やOPEC(石油輸出国機構)プラ

スの増産加速を受け、バックワーデーションは維持されつつもその傾斜は緩和しました。秋口には一時的にコン

タンゴ化する場面もみられましたが、10月下旬には対ロシア制裁強化を受けて供給懸念が再燃すると再び期近が

買われる展開となりました。2026年1月には、OPECプラスが当初の増産計画見送りを再確認したものの、2025年

後半からの在庫積み上がりが重石となり、価格上昇は限定的に留まりました。しかし、2026年2月末以降、期末

にかけては、米国・イスラエルによる対イラン攻撃を受け供給リスクが現実化すると、期近物を中心に原油価格

が急騰し、バックワーデーションが急速に強まりました。 

天然ガス市場では、2025年前半は、米国内の増産と在庫積み上がりを背景にコンタンゴ基調が続きました。秋

以降は、LNG(液化天然ガス)輸出の高水準継続と需要期入りを受けてコンタンゴ幅が縮小する場面もみられまし

た。2026年1月後半には、北米の厳寒に伴う生産設備凍結(フリーズオフ)や暖房需要の急増を受け、期近価格が

急騰しバックワーデーション化しましたが、2月以降は天候の落ち着きと生産回復により、その状態は解消に向

かいました。 
 

■当ファンドのポートフォリオ 

当ファンドの主要投資対象である、オルタナティブ・マルチキャリー戦略に連動する円建債券への投資比率を

高位に維持しました。 

 
■当ファンドのベンチマークとの差異 

当ファンドは運用の目標となるベンチマークおよび参考指数を設けておりません。 

 
■分配金 

償還のため分配は行いませんでした。 
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設定以来の運用経過 
 

 
設定来の円建債券は、大きく下落しました。各戦略の経過は以下の通りです。 

●米国金利ダイナミック・カーブ戦略 
設定来の米国金利ダイナミック・カーブ戦略は、全体としては揉み合う推移が目立ちました。2023年5～7月お
よび11～12月は、フラットナー・ポジションを構築していたなか、金融不安の後退やFRBの早期利下げ観測を
背景とするカーブのフラット化(利回り曲線の平坦化)が追い風となりました。一方、2023年8～10月と2024年
前半は、FRBのタカ派(金融引き締めに前向きな)姿勢やインフレ上振れを受けた金利再上昇で下押しされまし
た。2024年7～9月は利下げ観測の強まりと9月の利下げを受けたスティープ化(利回り曲線の急勾配化)が追い
風となり、2024年12月から2025年前半にかけても、追加利下げや景気回復期待を背景とするカーブのスティー
プ化が支えとなりました。ただし、2025年後半はスティープナー・ポジションを維持するなかで一進一退の推
移となり、2026年2月以降は長期金利の低下が加速し、期末にかけて軟調に推移しました。 

●米国株式日次プレミアム・キャリー戦略 
設定来の米国株式日次プレミアム・キャリー戦略は、2025年4月頃までは段階的に切り下がる推移となったも
のの、2025年5月以降は持ち直し基調を強めました。2023年5月から2024年前半にかけては、日々のプレミアム
積み上げで緩やかに収益を確保する局面が多かった一方、2023年9月、12月、および2024年4月の急落日には、
売り持ちしていたプットの行使価格を株価が下回り損失が拡大しました。2024年後半は、7～8月の急落後に9
～11月は持ち直したものの、12月に再び急落し、さらに2025年1～4月の不安定な相場がパフォーマンスを下押
ししました。もっとも、2025年5月以降は米国株式が大きく崩れず、実現変動率が予想変動率対比で低位に抑
えられる局面が多くなるなか、戦略は良好に推移しました。 

●コモディティ・オフピーク・キャリー戦略 
設定来のコモディティ・オフピーク・キャリー戦略は、大きく下落しました。期間を通じて、指数構成比率の
高い原油や天然ガス先物において、期近・期先の価格関係が戦略に不利な方向へ動く局面が繰り返され、特に
天然ガスの影響が大きく表れました。2023年8月、10月、2024年4月、8月、12月、さらに2025年4月には、需給
や天候、地政学要因を背景に期近中心の急変動が発生し、損失が拡大しました。2025年5月以降はもみ合いな
がら推移したものの、2026年2月末以降は米国・イスラエルによるイラン攻撃を受けた原油価格高騰が逆風と
なり、期末にかけて急落しました。 

●コモディティ先物カーブ・キャリー戦略 
設定来のコモディティ先物カーブ・キャリー戦略は、軟調な推移が目立ちました。2023年から2024年1月頃ま
では、構成比率の高いWTI・ブレント原油でバックワーデーションが続き、戦略の重石となりました。一方、
2024年2月から5月にかけては、天然ガス先物でコンタンゴが進んだことが支えとなりました。その後、2024年
6月から年末にかけては、原油や天然ガスの期近価格が需給・天候・地政学要因で上昇しやすく、再び下落基
調となりました。2025年1月から3月は、暖冬予想やLNG輸出増加を背景に持ち直しましたが、4月は原油急落で
調整しました。さらに2025年秋以降は、原油・天然ガスでバックワーデーション傾向が強まるなか軟調な地合
いが続き、期末にかけてはイラン情勢の緊迫化とホルムズ海峡封鎖措置を受けた原油の供給不安から原油先物
で期近価格が急騰し、戦略のパフォーマンスの悪化が加速しました。 

●コモディティ現物プレミアム戦略 
設定来のコモディティ現物プレミアム戦略は、2025年末までは揉み合う推移となったものの、2026年に入って
から大きく上昇しました。2023年中は、WTI・ブレント原油のバックワーデーションによる寄与と、コンタン
ゴ化した他商品の損益が概ね相殺し合う展開となり、2024年初から5月にかけては天然ガスのコンタンゴ進行
が重石となりました。その後、2024年5月から年末にかけては一進一退の推移となったものの、2025年に入る
と、原油、ヒーティングオイル、赤身豚肉における需給ひっ迫を捉えたことから、底堅く推移しました。そし
て、2026年1月には厳冬を背景とする天然ガス先物の急騰、期末にかけては米国・イスラエルによるイラン攻
撃を受けた原油先物の上昇が追い風となり、戦略は大きく上昇しました。 

 
設定来、当ファンドにおいては、オルタナティブ・マルチキャリー戦略に連動する円建債券への投資比率を高

位に維持する運用を行いました。 
 

なお、償還に向けて2026年3月に円建債券を売却し、4月14日に当ファンドは繰上償還しました。 
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1万口当たりの費用明細 
 

 

項   目 

当期 

項 目 の 概 要 2025年5月16日～2026年4月14日 

金額 比率 

(a) 信託報酬 47円 0.639％ (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

※期中の平均基準価額は7,370円です。 

(投信会社) (45) (0.604) ・委託した資金の運用の対価 

(販売会社) (1) (0.010) 
・購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、

口座内でのファンドの管理等の対価 

(受託会社) (2) (0.025) ・運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価 

(b) 売買委託手数料 － － (b)売買委託手数料＝ 
期中の売買委託手数料 

期中の平均受益権口数 

   売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に

支払う手数料 

(c) 有価証券取引税 － － (c)有価証券取引税＝ 
期中の有価証券取引税 

期中の平均受益権口数 

   有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に

関する税金 

(d) その他費用 38 0.513 (d)その他費用＝ 
期中のその他費用 

期中の平均受益権口数 

(保管費用) (10) (0.129) ・保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券

等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用 

(監査費用) (1) (0.019) ・監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る

費用 

(印刷費用) (24) (0.328) ・印刷費用は、有価証券届出書、目論見書、運用報告書等

の作成、印刷および提出等に係る費用 

(その他) (3) (0.036) ・その他は、金銭信託への預入金額に対する手数料、その

他投資信託財産の運営にかかる費用等 

合   計 85 1.152  

(注1) 期中の費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で
す。 

(注2) 各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
(注3) 各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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売買および取引の状況 
 

 
■公社債 

 
当           期 

買  付  額 売  付  額 
国 内 千円 千円 
 社 債 券 20,100 441,798 

(注1) 金額は受渡し代金(経過利子分は含まれておりません)。 
(注2) 社債券には新株予約権付社債(転換社債)は含まれておりません。 
(注3) 単位未満は切捨て。 
 
 

利害関係人※との取引状況等 
 

該当事項はありません｡ 
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定されている利害関係人です。 

 

自社による当ファンドの設定・解約状況 
 

 
該当事項はありません。 

 

組入資産の明細 
 

 
償還時における該当事項はありません。 

 

投資信託財産の構成 
 

 

項        目 
償     還     時 

評 価 額 比   率 

 千円 ％ 
短 期 金 融 資 産 、 そ の 他 1,314 100.0 

投 資 信 託 財 産 総 額 1,314 100.0 
(注) 評価額の単位未満は切捨て。 

 



01_4181553712607.doc 

－ 9 － 

資産、負債、元本及び償還価額の状況ならびに損益の状況 
 

 
■資産、負債、元本及び償還価額の状況 

(2026年4月14日現在) 

項     目 償 還 時 

(Ａ) 資 産 1,314,490円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 1,314,469 

 未 収 利 息 21 

(Ｂ) 負 債 640,181 

 未 払 信 託 報 酬 403,139 

 そ の 他 未 払 費 用 237,042 

(Ｃ) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 674,309 

 元 本 704,325 

 償 還 差 損 金 △30,016 

(Ｄ) 受 益 権 総 口 数 704,325口 

 1万口当たり償還価額(Ｃ／Ｄ) 9,573円83銭 

(注) 期首元本額 618,336,386円 
期中追加設定元本額 59,328,446円 
期中一部解約元本額 676,960,507円 

 

■損益の状況 

(自2025年5月16日 至2026年4月14日) 

項     目 当   期 

(Ａ) 配 当 等 収 益 235,217円 

 受 取 利 息 5,389 

 そ の 他 収 益 金 229,828 

(Ｂ) 有 価 証 券 売 買 損 益 3,202,998 

 売 買 益 4,311,600 

 売 買 損 △1,108,602 

(Ｃ) 信 託 報 酬 等 △3,250,230 

(Ｄ) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 187,985 

(Ｅ) 前 期 繰 越 損 益 金 △161,672 

(Ｆ) 追 加 信 託 差 損 益 金 △56,329 

 (配 当 等 相 当 額) (△63) 

 (売 買 損 益 相 当 額) (△56,266) 

 償 還 差 損 金(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △30,016 

(注1) 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税
等相当額を含めて表示しています。 

(注2) 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追
加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額
分をいいます。 

  
 

投資信託財産運用総括表 
 

 

信 託 期 間 
投資信託契約締結日 2023年3月31日 投資信託契約終了時の状況 

投資信託契約終了日 2026年4月14日 資 産 総 額 1,314,490円 

区 分 投資信託契約締結当初 投資信託契約終了時 差引増減または追加信託 負 債 総 額 640,181円 

受益権口数 1,000,000口 704,325口 △295,675口 
純 資 産 総 額 674,309円 

受 益 権 口 数 704,325口 

元 本 額 1,000,000円 704,325円 △295,675円 １万口当たり償還金 9,573.83円 

毎計算期末の状況     

計 算 期 元 本 額 純 資 産 総 額 基 準 価 額 
１万口当たり分配金 

金 額 分 配 率 

第 １ 期 2,633,173,365円 2,038,883,627円 7,743円 －円 －％ 

第 ２ 期 618,336,386 426,412,379 6,896 － － 
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償還金のお知らせ 
 

 
１万口当たり償還金 9,573円83銭 

 

お知らせ 
 

 
監査報酬は受益者の負担としているところ、投資信託財産の規模等を考慮し、委託会社が監査報酬の一部もし

くはすべてを負担する場合がある旨の整備を行うことが受益者の利益に資すると判断し、投資信託約款に所要の

変更を行いました。 

(約款変更実施日：2025年8月15日) 

 

一般社団法人資産運用業協会設立準備法人を吸収合併存続法人、一般社団法人日本投資顧問業協会と一般社団

法人投資信託協会を吸収合併消滅法人として2026年4月1日付で合併し、｢一般社団法人資産運用業協会｣に名称を

変更することとなったため、投資信託約款に所要の変更を行いました。 
(約款変更実施日：2026年4月1日) 

 


